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第１回救急業務高度化推進検討会議事録 

Ⅰ 日 時   平成２１年８月６日(木) １３時００分～１５時００分 

Ⅱ 場 所   三番町共用会議所 ２階大会議室 

Ⅲ 出席者   有賀委員、石井委員、岩田委員、遠藤委員、 

高島氏（川手委員代理）、黒瀬委員、坂本委員、 

島崎委員、杉本委員、髙山委員、津田委員 

野口委員、南委員、山口委員、山本委員、横田委員 

オブザーバー 新村氏 

 

Ⅳ 次 第   

 １ 開会 

２ 委員紹介 

３ 座長選出 

４ 議題 

(１) 傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

(２) その他 

５ 閉会 

 

Ⅴ 会議経過 

事務局 

 

 

 

 

 

株丹次長 

 

 

 

 

 

 

 

 それでは定刻となりましたので、第１回救急業務高度化推進検討会を開催させ

ていただきます。よろしくお願いいたします。 

 本日の司会は、救急企画室救急専門官を拝命しております溝口が務めさせてい

ただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず開催に当たりまして、消防庁次長、株丹より一言ごあいさつを申し上げま

す。 

 消防庁の次長の株丹でございます。 

 本日は大変お忙しい中、お集まりいただきまして、大変ありがとうございます。

 この救急業務高度化推進検討会でございますけれども、昨年度も３つの作業部

会、大変精力的にご議論をちょうだいいたしました。おかげさまで、そのご議論

等、またほかのところでのご議論も踏まえて、私ども消防法を所管してございま

すけれども、法改正案を出させていただいて、国会で無事にご賛同いただいて、

来週１１日に閣議で具体的にいつからこの法律改正の部分を動かすかというこ

とをお決めいただくという段取りになってございます。１０月の末には新しい、

添付資料 
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事務局 

 

 

 

 

 

消防と医療の連携ということでずっと申しておるわけでございますけれども、総

務省消防庁と厚生労働省共管というものが動くということになるわけでござい

ます。大変ありがとうございました。 

 その関係もございまして、具体的には都道府県に今後実施基準を策定いただく

ということでございますけれども、そのもとになります、いわばルールをお決め

いただく検討会を既に立ち上げさせていただいております。実は、きょうお集ま

りの委員の先生方の多くがそちらにもご協力いただいておりまして、そういう意

味では大変お忙しい中でこちらの検討会というものを立ち上げさせていただく

ということでございます。 

 この検討会でございますけれども、当然といいましょうか、そういう形で法改

正をいたしましたけれども、改正の実を上げる、魂を入れるというようなものに

つきまして、別途お願いをするとともに、まだまだ救急の関係で解決すべき課題

が多くあるということでございます。これからご説明させていただきたいと思っ

ておりますけれども、３つほどテーマ、その中には継続的な、発展的にさせてい

ただくというものもございます。ほかのところでの研究の成果を踏まえまして、

それをまた発展させていただくと、それから全く新たなものとして、メディカル

コントロール体制のあり方について、別な観点、角度からご議論いただく、さま

ざまなものが入ってございまして、大変盛りだくさんでございまして、また先生

方に大変お時間、ご精力をちょうだいしなければいけないということを大変心苦

しく思っておりますけれども、何分いろいろな課題が山積しておりますので、先

生方のお力をぜひともお願いをいたしたく、本日お集まりいただいたということ

でございます。 

 １回目というには、もう８月でございまして、これも私どもも気になってはお

ったのですけれども、ちょうど国会の審議、法案が成立したというところぐらい

から新型インフルエンザの問題が生じまして、担当室は新型インフルエンザの対

策も消防庁の中ではやってございます。それが必ずしも理由にはなりませんけれ

ども、諸般の理由でこのタイミングになりました。しかし、これからいろいろな

形でご精力をいただきまして、精力的にことしの課題についてまた取り組ませて

いただきたいと思っておりますので、事務局の側からのごあいさつでございます

けれども、何とぞよろしくお願いいたします。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 次に座長の選出でございますが、当検討会でございますけれども、昨年度から

の踏襲した事案も大変含んでおりますので、引き続き山本委員に座長をお願いし

たいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、座長より一言ごあいさつをいただければと思います。よろしくお願

いいたします。 
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 ありがとうございます。株丹次長からのお話のとおりでございまして、昨年３

部会での活発なご議論の成果の１つとして、消防法の改正案ができてきたわけで

あります。まだまだ本検討会には検討しなければならない、もちろん改正法の中

の問題もあり、またそのほかの課題も多々あるわけでございまして、私ども最善

を尽くして頑張っていきたいと思いますが、皆様のお知恵をかりながらの座長の

任とお考えいただければありがたいと思います。皆様の賛同を得まして、そして

皆様のご協力を得まして、活発な検討会にしていきたいと思いますので、ぜひよ

ろしくお願いしたいと思います。ありがとうございます。 

 ありがとうございました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 では、以後の議事進行を座長にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 ありがとうございます。 

 それでは早速でございますが、議事を進めてまいりたいと思います。 

 まず、事務局から資料の確認をお願いしたいと思います。 

 資料を確認させていただきます。お手元に資料をご準備いただければと思いま

す。クリップを外していただきまして、まず次第が１枚ございます。そして構成

員、そして検討会の開催要綱、座席表という形になっております。本日資料とい

う形で配付させていただいておりますのは、横書きになっております資料１部の

みということになっておりまして、こちらが３６ページのものがお手元にあるか

と思います。ご確認いただければと思います。 

 資料は以上でございます。現時点で不足等がございましたら、事務局にお申し

つけいただければと思います。 

 なお、あわせまして、本検討会の進め方でございますが、特に委員からのご意

見があった場合を除きまして、事務局としては公開という形で進めさせていただ

きたいと思います。 

 そして、本日、記者の方もたくさんいらっしゃっていただいておりますが、こ

こで撮影は終了とさせていただきますことをどうぞご了解いただければと思い

ます。 

 以上でございます。 

 ありがとうございます。 

 それではまず、平成２１年度の救急業務高度化推進検討会の資料につきまし

て、説明をお願いしたいと思います。事務局、よろしくお願いします。 

 では、資料の説明をさせていただきます。「平成２１年度救急業務高度化推進

検討会資料」と銘打っております横書きの資料をご用意ください。 

 １枚おめくりいただきまして、１ページ目でございます。事務局提案でござい

ますが、本年度の救急業務高度化推進検討会は３つの作業部会で開催させていた
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だきたい、３つの大きな柱で開催させていただきたいと考えております。１つは

メディカルコントロール作業部会、そしてもう１つは救急指令・救急相談作業部

会、３つ目といたしまして、災害時における消防と医療の連携に関する作業部会

でございます。このそれぞれ３つの作業部会につきまして、事務局より、担当よ

りご説明をさせていただきたいと思います。 

 では、２ページ目をお願いいたします。まず、メディカルコントロール作業部

会についての検討項目として、事務局案をご説明させていただきたいと思いま

す。２ページ目でございますが、作業部会の検討項目の１つとして、救急に関す

る評価・分析ということが重要ではなかろうかということで資料を提示させてい

ただいております。これはより効果的な救急業務の実施ということを目指しまし

て、消防機関の有する救急搬送に伴うような情報と、医療機関の有する患者さん

に関する情報というそれぞれの情報を連結して評価・分析すると、そういう方策

について検討してはどうかということで資料を作成しております。イメージとい

たしましては、下の枠囲いの中にございますが、消防のみしか持ち得ないデータ、

そして医療のみしか持ち得ないデータというものを、それぞれの１事案ごとに１

つのデータとして連結させていって、いろいろな評価・分析といったものに使っ

てはどうかということでのご提案でございます。 

 ３ページ目でございますが、１ページ目でありますような、例えば搬送に伴う

観察所見といったような項目について調査を進めていくに当たって、いろいろな

ものと比較をしていく、あるいは対象を絞ってより分析していくということにな

りますので、調査対象といたしましては、生命への危険度なども考慮いたしまし

て、最初の事案としては救命救急センターに最終的に搬送した事案ですとか、あ

るいは脳卒中や心疾患というような事案について調査をするという方法が１つ

あるのではなかろうかということで例示を挙げております。 

 そして評価・分析事項の例でございますが、例えばということでの案でござい

ますけれども、救急搬送上疑われた疾患・傷病程度、こちらは消防側のデータで

ございますが、それと医療機関側で収集しました初診時診断・確定診断といった

ものを合わせて評価してはどうか、あるいは２ポツ目でございますが、医療機関

選定に要した時間、現場滞在時間、そして消防側からもう１つ、受け入れ照会回

数といったものと、そして医療機関側からの患者さんの転帰といったものを合わ

せてはどうか、そして３ポツ目でございますが、傷病者の疾患の種類ごとの医療

機関における受け入れ状況等、そういったものが分析できるのではないかという

ことで例示をさせていただいております。 

 ４ページ目をお願いいたします。メディカルコントロール作業部会検討会にお

けますもう１つの検討事項といたしまして、救急業務の質の向上というものを挙

げさせていただいております。高度な救急救命処置の実施体制を確保するという
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ことだけではなくて、救急業務の非常にベーシックな部分となります応急処置で

すとか、救急搬送ということについて一定の質を担保すると、そういう方策につ

いて検討してはどうかということを挙げさせていただいております。こちらは昨

年度、消防法改正というところまで対応いたしましたが、救急搬送という部分も

重要ではないかと、救急救命士の行うような非常に高度な処置そのものというこ

とよりも、もう一度基本に戻って、高度になった部分も踏まえた上で救急業務の

ベーシックな部分をもう一度、どう質を担保するのかということを検討してはど

うかということで提示をさせていただいております。２つ挙げておりますが、各

消防本部や消防署における救急隊員の育成等のあり方、そして救急救命処置にお

けます、より簡便に活用が可能な新しい機器の使用と実習のあり方といったもの

が検討対象として挙がるのではないかと考えております。 

 おめくりいただきまして、５ページ以降は資料になります。５ページ目は、議

論をしやすいようにイメージという形で提示をさせていただいております。あく

までイメージでございますが、こちらは１つ目の柱で出させていただきましたデ

ータの連結というイメージでございまして、上の段からずっと下の段の３分の２

ぐらいのところまでがすべて消防が記入するデータで、右下の部分に医療機関側

が入力できる項目というイメージでございますが、これはあくまでイメージでご

ざいますが、例えばということで、非常に重要なポイントとなろうかと思う部分

を矢印で書いてございます。追加項目として、例えば医療機関の病院選定に要し

ている時間といったものを、例えばデータでとるとか、あるいは消防側で重症

度・緊急度をどういう形で判断したのか、そしてどういう疾患をもともとの基準

に照らして疑ったのか、それを受けて、右側、医療機関側ですけれども、救急隊

の重症度・緊急度評価というものが果たして妥当だったのかどうなのかというレ

ビューですとか、あるいは入院後の確定診断がどうだったのか、あるいは転帰と

して１週間後、１カ月後がどうだったのかと、そういったデータ構成というもの

ができるのではないかということで、あくまで議論をしやすいようにイメージと

して提示をさせていただきました。 

 ６ページ目でございます。６ページから１１ページ目までは、では、果たして

そのようなことをやっている地域が実際にないのかということで探しましたと

ころ、長崎県でそういったデータの連結を既にやっているという状況がございま

したので、情報提供をさせていただきたいと思います。長崎県では、地域におけ

る患者の発生状況ですとか、治療転帰の状況が不明ということを踏まえまして、

データの連結を行っております。もともとは長崎市というベースで始めておりま

すが、現在、県全域でも４回目の集計を行っておりまして、長崎市ということで

全部見ますと、もう１０年にわたる「長崎救急医療白書」というものを刊行し、

連結したデータを活用しております。 
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 ちなみに、直近の平成１９年度のデータにつきましては、回収率が８７.４％と

いう形で長崎県ではデータを収集していらっしゃいます。 

 実際にどういう形でやっているかということでございますが、７ページ目でご

ざいます。４枚複写の検証票というものを救急活動の記録の中で救急隊が持って

おりまして、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄそれぞれ全部４枚複写のデータを、まず消防側が書

き込むと、医療機関に着いた際に、医療機関で初診時病名などの記載を得た上で、

上の２枚分は消防が持ち帰ると、下の２枚のものについて、１枚は医療機関が保

存して、一番後ろのＤ返信用という４枚目の票については、医療機関側が確定診

断は何だったのか、７日目にどういう転帰を来したか、そして手術をしたかどう

か、外来だけだったかどうか、入院だったかどうかといったようなことを記載し

て消防機関側に返すということをやっております。そして回収されたデータにつ

いては、データを連結させまして、長崎市の地域保健課でデータベース化をする

と。ちなみに、県全域ということに増やしましたので、その作業を県の医療政策

課もサポートするという形で運用がされております。そしてそのほかの、例えば

救急隊が持ち帰りました２枚のうちの１枚の検証用と書かれているものは、消防

側のデータだけではございますが、実際、特異事例などが起こった際などには事

後検証用として活用するといった運用をされております。 

 ８ページ、９ページ目は、その具体的なＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４枚複写のものを参

考までに付けておりますが、１０ページ目をあけていただければと思います。い

ろいろなデータがわかるということになりますが、１０ページ目は確定診断別に

どういった治療をしたのか、医療資源を投入したのかということがこうした連結

データからわかっておりまして、すなわち、これはその地域でどういった疾患の

患者さんが救急車で運ばれて、どういった医療資源が投入されているのかという

需要のボリューム感が見えるということになろうかと思っております。１０ペー

ジ、１１ページ目、１０ページは内因性の疾患ということでまとめられたもので

ございまして、１１ページ目は外因性の疾患ということでそれぞれまとめられた

ものになります。参考として配付させていただきました。 

 なお、先ほど長崎の医療白書と申し上げましたけれども、このような冊子にな

っておりまして、いろいろな各種データがデータブックとして取りまとめられて

おります。 

 そしてもう１つの参考でございますが、１２ページ目からはこの救急業務高度

化推進検討会の中での一貫として、消防と医療の連携ということで東京消防庁、

東京都衛生主管部局、そして東京都医師会などのご協力も得まして行った詳細調

査でございますが、１２ページ目から１３ページ、１４、１５、１６ページ目ま

で、最後のところまで参考として載せておりますが、特にごらんいただく形とし

ては、１４ページ目でございますけれども、傷病者背景まで含めてデータをとる
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試みを昨年度もやったということがございますので、議論の中での参考というこ

とで、こちらも参考資料として添付させていただいております。 

 以上が１つ目の作業部会の説明でございます。 

 続きまして、救急指令・救急相談作業部会についてご説明させていただきます。

 お手元資料の１７ページをお願いいたします。救急指令・救急相談作業部会に

ついて、でございますが、昨年度はトリアージ作業部会ということで、緊急性の

高いＣＰＡ――心肺機能停止の事案に対しまして、現場到着時間の短縮を図る観

点というところで、救急要請時におけますコールトリアージ・プロトコルの作成、

それからトリアージに伴います救急隊の運用、こういったものについて検討して

まいったところでございます。 

 ただ、増加傾向が続いております救急出場、大体年間５００万件でございます

けれども、緊急性の高い事案だけではなくて、緊急性の低い相談に対する対応と

いうことが重要ではないかという問題意識がございます。そこで救急要請をすべ

きか否か市民の方が迷った場合に、救急要請をしたほうがいいのか、それとも様

子を見ればいいのか、そういった相談に対応する窓口の設置をしてはどうかとい

うものがございまして、実際、消防庁では、今年度の予算でございますけれども、

モデル事業といたしまして、３地域選定して、こういう救急相談窓口を設置する

事業を行っております。東京消防庁では平成１９年度から既に実施しているとこ

ろではございますけれども、消防庁でも今年度、モデル事業を開始するところで

ございます。 

 こうしたことを踏まえまして、トリアージ作業部会を拡充いたしまして、救急

指令・救急相談作業部会と名称も変えまして、緊急性の低い相談から、それから

緊急性の高い通報に対しますＰＡ連携ですとか、事前の病院選定等、こういった

ところまでを一体的に検討してはどうかと考えております。イメージといたしま

しては、１７ページ下の図でありますけれども、傷病者の方、またご家族の方が

緊急性の高い、もちろん緊急性が高い場合にはすぐに１１９番通報していただい

て、指令センターでその通報内容からトリアージを行って救急出場につなげる

と、その際、緊急性がほんとうに高い場合にはＰＡ連携で出すでありますとか、

指令センターで事前に病院選定を開始するという運用が考えられておりますし、

逆に傷病者、またご家族のほうで救急車を呼ぶほどではないけれどもという事案

ですとか、呼んだらいいかどうかわからない、迷っている場合には♯７１１９番、

今、これは専用ダイヤルを考えておりまして、こちらの番号をかけていただいて

救急安心センターにつないでいただくと。そこで救急安心センターで話を聞い

て、緊急性が高い、１１９番通報したほうがいいというようなものについては指

令センターにつないでいただく、そうでない場合にはその場で救急相談ですと

か、医療機関案内を行うと、こういったことによりまして、緊急性の高いものか
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ら低いものまで一体的にカバーできるのではないかと考えているところでござ

います。 

 では、あと個別の事案につきましては、１７ページのイメージ図の上、緊急性

のあるほうを、消防本部指令センターと書いている部分について、１８ページか

ら説明させていただきます。 

 コールトリアージに関して実証検証を行います。昨年度に引き続いて、昨年度

は４政令市で実証試験を行いましたが、本年も引き続き実証検証、これはコール

トリアージ・プロトコルに基づくＰＡ連携及び事前病院選定を実施することによ

り、コールトリアージ・プロトコルの精度の向上と実運用に向けての課題の抽出

を行うということを目的に行います。 

 まず、コールトリアージ・プロトコルの意義でございますが、コールトリアー

ジ・プロトコルの目的は、多数の１１９番通報の中からＣＰＡ事案など緊急性の

高い傷病者をいかに見つけ出して、迅速な対応を行うことにあり、アンダートリ

アージを極力回避する精度が要求されるものでございます。プロトコルに基づ

き、緊急性の高い傷病者のもとに早急に救急、あるいは消防隊員を投入する、こ

れはＰＡ連携につながるものです。あるいは一刻も早く適切な医療機関を選定す

る、これは事前病院選定になります。によって救命率の向上を目指すものでござ

います。 

 １９ページをごらんください。これが、平成１８年度からコールトリアージに

つきましては検討されておりますが、簡単な経緯でございます。平成１８年度、

１９年度に４消防本部において救急要請事案を活用し、コールトリアージ・プロ

トコルにより重症度・緊急度が高い順に赤、黄、緑の３段階に選別して検証を行

うなどの専門的な調査検討を行ってまいりました。昨年度は４消防本部において

実証検証を実施して、さらにコールトリアージ・プロトコルの精度の向上の検証、

プロトコルに対応した運用の制度設計、運用の制度設計とは、救急車の空白地域、

昨今、救急要請が多くて、直近の救急車がいないという場合がございますが、こ

ういう地域への部隊移動等についての検討を昨年度は行っております。 

 真ん中のグラフ、表につきましては、コールトリアージ・プロトコルの感度と

陽性的中度ということで、昨年度の試験の結果でございます。感度とは、全ＣＰ

Ａ中のＣＰＡ中の的中率、あるいは陽性的中度とは、ＣＰＡと予測した中のＣＰ

Ａ率ということで、例えばレベル１の感度では７９％というような高い精度、感

度であったといいながらも、逆に言えば、２割のＣＰＡが予測できなかったとい

うような課題も残されてございます。 

 昨年度の提言及び課題とされたことでございますが、まずレベル１までのＣＰ

Ａと予測するコールトリアージを実施する。課題としましては、コールトリアー

ジ・プロトコルのさらなる精度向上及び通信指令員の聞き取り能力の向上という
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ことで、１１９番を受ける指令員の聞き取り能力、いかにキーワードを見つけ出

すかというところの能力の向上が課題とされております。 

 ２番目としまして、１の９０％について、目撃からＣＰＲ開始まで、あるいは

ＡＥＤが到着するまでの時間を１０分以内とする。この１０分というのは、ウツ

タイン統計から１０分以内に応急処置を開始すれば救命率が高まるというデー

タから導き出された数字でございます。これについては消防隊の活用やＡＥＤの

地域での普及ということで、ＰＡ連携でございます。救急車が直近になければ、

先に直近のポンプ車が現場到着をして、ＡＥＤあるいは応急処置をするというこ

とにつながってまいります。 

 ３番目です。１の９０％について、目撃から救急隊接触までの時間を１４分以

内とするということで、特定の地域で偏った救急出動が発生した場合に、救急隊

の部隊移動ということで、例えば市域の東半分で救急車出動が多くなって救急車

がいなくなった場合、西からシフトするというようなことも課題ではないかとい

うことが去年の検討会の結果となっております。 

 続きまして２０ページです。これは昨年度行いましたコールトリアージ・プロ

トコルの内容でございます。上の主訴から、通報者が本人であるかないかという

ことに基づいて、このフローチャートに基づいてレベル１、１ａ、ＣＰＡ、ある

いは黄色、レベル１とか、こういうような割り振りをやっていくというようなイ

メージと思っていただきたいと思います。 

 続きまして２１ページです。今回の実証試験についてまとめたイメージ図でご

ざいます。まず、「Ｐｌａｎ」としまして、昨年度データのうち、コールトリア

ージ・プロトコルによる判断と医師の診断結果を解析し、精度の向上のほか、Ａ

ＣＳや脳卒中、重傷外傷に対応するコールトリアージ・プロトコルの改良を行う

と。それを「Ｄｏ」として、精度の向上したコールトリアージ・プロトコルに基

づき実証試験を実施、実証試験についてはＰＡ連携、あるいは一定の疾患、ＣＰ

Ａ、脳卒中、ＡＣＳなど重篤な命にかかわってくるものについての事前病院選定

を行う。「Ｃｈｅｃｋ」として、その結果、導入効果、課題等、整理・検証を行

う。さらなるコールトリアージ・プロトコルの精度の向上方策の検討、あるいは

先着消防隊に具備すべき救急資機材等も検討しなければならないのではないか、

あるいはＰＡ連携時に発生した続発災害に対する対応策などが検討課題になる

のではないかと考えております。それに基づいて、消防本部において、ＰＡ連携

や事前病院選定導入のための情報提供、提言というようなアウトプットができる

ような検討はどうかと考えております。 

 続きまして２２ページです。これは今ご説明させていただいたものを簡単にま

とめたものでございます。１１９番通報があって、指令室から口頭指導があると、

その指令室ではコールトリアージ・プロトコルに基づいて、緊急度が高ければ必
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要部隊の現場投入、これはポンプ隊を入れる。あるいは下のほうに行きまして、

事前病院選定システムということで、今までの蓄積されたデータより、傷病者、

通報者の疾患をＡＣＳあるいは脳卒中を予測して事前に病院を選定しておき、そ

の情報を救急隊に送るというようなイメージ図としております。 

 以上でございます。 

続きまして、救急相談のご説明をさせていただきます。資料２３ページをお願

いいたします。 

 ２番で救急安心センターモデル事業の全国的な展開についてと、これは検討項

目の（２）となっております。まずこちらで検討いただきたいと考えております

のは、愛知県、大阪市、奈良県で今年度モデル事業を実施していくわけでござい

ますけれども、これの実施状況、それからどういったことを検証していくか、そ

ういったことを議論する必要があろうかと思います。 

 先に、簡単にこの３地域でどういったことをやるのかということをご説明させ

ていただきたいと思いますので、お手数ですが３枚ほどおめくりいただきまし

て、２６ページをお願いいたします。まず２６ページ、こちらは大阪市の救急安

心センターの事業概要でございます。市民から、病院に行ったほうがいいのか、

救急車を読んだほうがいいのか、応急手当をしたいけれどもわからない、こうい

った場合に♯７１１９、もちろんシャープダイヤルが使えない電話もありますの

で、そういった場合には通常の固定電話の番号を入れていただくということにな

りますが、この大阪市救急安心センターにかけていただきます。大阪市としては

１０月１日の午前１０時スタート予定といたしておりまして、特徴といたしまし

ては２４時間３６５日体制で行うと。この安心センターには医師１人、看護師が

２人、相談員３名が常駐しまして、救急医療相談に対応するということになって

おりまして、緊急性の高い場合には救急車が直ちに出場と。大阪市の場合ですと、

消防局の指令情報センターの中に救急安心センターが置かれますので、こういっ

た速やかな対応が可能となっているというところでございます。 

 １枚おめくりいただきまして２７ページ、こちらが愛知県で行います救急安心

センターモデル事業となっております。真ん中やや上部に救急安心センター（愛

知県医師会館等）とありますけれども、愛知県の場合ですと、大阪市の場合は市

消防局の中に置かれたのですけれども、愛知県の場合は県全体を対象といたしま

して、医師会館の中に置いて行うということを予定しております。そこで緊急性

の高い事案があった場合には、各消防本部と専用のホットラインを結びまして、

すぐに救急車の出場要請をするというものでございまして、あとの２４時間３６

５日体制等は大阪市と同じ状況となっております。 

 １枚おめくりいただきまして２８ページ、こちらは愛知県独自の取り組みです

けれども、今回の救急安心センターモデル事業とあわせまして、携帯電話を活用



 11

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しまして、救急車の搬送情報を共有するシステムというものを検討しているとい

うことで１枚参考に入れさせていただいております。 

 １枚おめくりいただきまして２９ページ、こちらは奈良県の救急安心センター

事業イメージとなっております。奈良県の場合も奈良県域全域を対象として２４

時間３６５日行うことといたしておりまして、安心センターは、これも消防局で

はなくて外に置いて、また消防本部にはホットラインで要請をしていくというこ

とを検討しているという状況でございます。 

 申しわけありませんが、２３ページにお戻りください。今、（１）で各３地域

のモデル事業の実施状況についてご説明させていただきまして、消防庁といたし

ましては、今、東京消防庁でやっている♯７１１９の事業、それから３地域にお

けますモデル事業、この効果を踏まえまして全国的に展開してまいりたいと考え

ているわけでございまして、全国展開に向けた課題というものを整理していく必

要があると考えております。 

 具体的には、まず小児救急相談事業、これは厚生労働省で行っております♯８

０００というものでございますけれども、それに同じような相談事業というもの

が幾つか地域で行われているわけでございまして、そういった事業との整理・連

携、どうしてもサービス提供時間とか、体制の違いというものがございますので、

どういった違いがあって、どういった部分は同じなのか、そういった部分も整理

する必要があろうかと考えております。 

 それから２番目の丸でございますけれども、医師・看護師の確保、それから専

門性の高い症例への対応といった観点から、もう少し広いエリアをカバーする広

域的な運営というものは検討できないかというものがございます。 

 それから３番目の○ですけれども、救急通報は１１９番というわけで大変覚え

やすいのですけれども、今のところ♯７１１９という専用ダイヤルを検討いたし

ておりまして、市民に覚えやすい電話番号がないのかということも検討する必要

があろうかと思いますし、これに関連いたしまして、一般市民にどうやってこう

いう救急相談事業を普及啓発していくかということも大きなテーマであろうか

と思います。 

 それから最後の○ですけれども、今回、救急相談窓口を設置するに当たりまし

て、相談のプロトコルを作成することとなりますけれども、こういったものを家

庭でも使用できるようにしたらよいのではないかという意見もございますので、

こういう家庭で使用できる救急相談マニュアル等の作成ということも検討して

はどうかと考えているところでございます。 

 救急指令・救急相談作業部会につきましては以上です。 

続きまして、災害時における消防と医療の連携に関する作業部会検討項目につ

いてご説明させていただきます。 
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 まず、平成２１年度緊急消防援助隊ブロック訓練にＤＭＡＴの参加を求め、平

成２０年度検討会の提言に基づいた訓練を実施します。その中で、活動等を検証

することによる、さらなる課題の抽出及びその改善策の提案を行う。２つ目に、

災害時に救急救命士に求められる救急救命処置のあり方ということで、これは昨

年度の宿題となっております処置開始時期の拡大、あるいは活動場所の拡大とい

うようなことでございます。 

 続きまして、昨年度の検討会における提言の内容です。大きく７項目ございま

した。災害対策本部等における連携体制、調整本部・支援本部における活動方針、

３つ目に被災地内における救急救命士への特定行為に関する指示等、４つ目に被

災地への出動、安全管理、情報共有体制の確保、そして平素からの連携体制の構

築、このような提言がなされております。 

 続きまして、３２ページでございます。これは昨年度の提案で消防と医療の連

携・情報共有体制の確保のイメージの案ということになってございます。右上の

消防活動調整本部において消防機関と現地で活動するＤＭＡＴを統括するＤＭ

ＡＴが連携を行う。そこで、消防機関と一体となり全情報の共有を図るというよ

うなイメージの図となっております。 

 続きまして、緊急消防援助隊の本年度の訓練の日程でございます。全国６ブロ

ックで１０月から１１月にかけて訓練がございます。この訓練の中で実際に消防

活動調整本部へＤＭＡＴに入ってもらう。消防機関とＤＭＡＴは、以前から合同

の訓練をやっております。ただ、現場の訓練が多く、救急隊と救助隊、ＤＭＡＴ

というような現場の訓練が多かったのですが、逆にことしは調整本部、コアな部

分に入っていただいて、情報の共有体制を体感・検証をしていただこうと考えて

います。検証事項につきましては、昨年度の提言の内容となっております。その

中で課題の抽出及び改善策の提案を行っていくというようなことを考えており

ます。 

 続きまして３４ページです。これは訓練のイメージの一例でございます。３５

ページ、もう１つの検討課題でございます昨年度の今後の課題の中の救急救命士

の処置開始時間の拡大ということで、イメージ図を書いておりますが、心肺機能

停止状態になる前の傷病者に対する静脈路確保、侵襲性の低い医療行為、あるい

は救出に長時間を要する場合には重篤化を回避ということで、救命率の向上が期

待できるために心肺停止状態になる前の処置についても検討する必要があるの

ではないかというような提言がございました。 

 続いて、ページをおめくりください。次は場所の拡大でございます。救急救命

士の処置は救急車内というような場所の限定がございますが、災害現場において

救出中の傷病者に対する救急救命処置、あるいは応急救護所へ搬送された傷病者

に対する救急救命処置ということで、大規模災害時の医師・看護師のマンパワー
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不足の中で救急救命士を有効活用できるのではないかということで、救急車以外

の場所で、もちろん医師の管理下でございますが、処置が行えるよう今後検討を

行う必要があるというような課題が昨年度はございました。 

 以上でございます。 

 ありがとうございました。 

 事務局からただいま３つの作業部会についての説明がありましたけれども、昨

年からこの３つの部会は引き続いておりますので、私は座長といたしまして、作

業部会の部会長をどういうように考えるのかというところでお話をさせていた

だきたいと思いますが、メディカルコントロールの作業部会については、昨年の

引き続きでございまして横田委員に、そして救急の指令あるいは救急相談作業部

会については、昨年はコールトリアージの話からの拡充でこのような形になって

おりますので坂本委員に、そして災害時の消防と医療の連携の作業部会に関しま

しては、昨年度は別の部会で議論されていた検討会での議論でございますけれど

も、その議論を踏まえまして山口委員にそれぞれお願いしたいと考えておったと

ころでございますが、委員の先生方のご賛同をここで得たいと思いますが、いか

がでございましょうか。 

（ 拍  手 ） 

 ありがとうございました。それでは、この３つの作業部会については今のお話

のとおりでございます。横田部会長、坂本部会長、そして山口部会長にお願いし、

そして作業部会を進めてまいりたいと思っております。よろしくお願いしたいと

思います。 

 まず、少し長く事務局からのお話がありましたけれども、３つの作業部会の一

番先でございますメディカルコントロール作業部会について、きょうは第１回で

ございますのでフリーディスカッションをお願いしたいと思いますが、１ページ

が３つの作業部会であります。２ページからメディカルコントロール作業部会の

検討事項ということで事務局から説明をいただき、そして３つの活動記録の票

等々が出ております。その辺も踏まえまして、ご意見をいただきたいと思います

が、いかがでございましょうか。委員、どうぞ。 

 ２ページ、それから５ページのデータベース化の話がかなりメインとなってき

た印象があります。データの取り回しや、データベース化などは、電子カルテの

あり方といった医療本体の中の議論と、連動しないと、限定された部分でのデー

タベース化や１患者１カルテといった方針をとるかとらないかという決定が先

行すると、今、厚生労働省等々で行われている議論もなかなか先に進まないとい

う現実があるようです。これはやはり片方でセキュリティーの問題があり、もう

片方でデータを患者さんのいつでも横に置いておき、いつでも取り出せる状態に

するような利便性と２面ありますので、利便性を上げればセキュリティーは下が
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る、という中でどうやっていくか、また、消防あるいは、メディカルコントロー

ルの中に限定できるのかどうかを含めて、作業部会というより親会議で十分考え

る必要があるのだと思うのです。先に各論からいきなり入っても、将来禍根を残

すことになりはしないかという危惧が少しあります。 

 ありがとうございます。今、重要な指摘がありましたけれども、事務局、いか

がでございましょうか。データの連結の中で、５ページだと思いますが、５ペー

ジ等でも、ちょっとごらんいただきたいと思いますが、上の段から下の左から右

に入っていきますが、途中までが消防のデータ、そしてその先が医療機関のデー

タの、この連結の問題で、今、我々医療機関の中では非常に大きな電子カルテの

問題で、セキュリティーとの兼ね合いでどうだということでございますが、事務

局、ご説明願えますか。 

 委員からのご指摘はごもっともだと思います。ただ、いろいろと見ていきます

と、非常に大がかりなデータセットというものは現時点で、いきなり長崎のよう

なものができるというのはまず無理だろうと思っておりますが、例えば実際に救

急隊の病院の選定が正しかったかどうか、適当だったかどうかといったものを検

証していこうというような話をしていきますと、どうしても医療機関側からの情

報をオンするような形のものが要るのではないかなと思っておりまして、それは

大がかりなデータセットというよりも、現時点でも医療機関に到着した際に、到

着時の初診傷病名はいただいておりますので、それにプラスアルファというよう

なところから、もう少しちゃんと現場を見ていくというようなところかなと思っ

ております。 

長崎は、もう１０年来の歴史がありますので、回収率も抜群にいいというよう

な形で、データセットというものはでき上がっておりまして、地域の実情という

形でどの程度医療資源の投入が必要なのかとか、どういった地区で、これはもう

それぞれの市町村でどのくらいの救急搬送があって、どういう確定診断がつい

て、その方たちの転帰がどうだったかということは取りまとめされているという

のが現状でございます。ただ、なかなかこれは、長崎だけを出したというのは、

逆に言うと、ここまでのことをしているのはおそらく長崎だけなのではないかと

いうことで事務局としては出させていただいておりますので、これをいきなり全

部やろうという話ではないということを追加で説明させていただきたいと思い

ます。 

 ありがとうございます。委員、どうぞ。 

 実は東京における脳卒中の医療連携については、時々総務省の会議で披露する

ことがあって、事務局がおっしゃった、それからこの資料に書いてありますよう

な長崎のような話はしばしば議論に出ます。なぜかというと、脳卒中の患者さん

をきちっと運びましょうねといってルールをつくった、だけれども、脳卒中だと
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思って運んでいったということに関してのみ言えば、実は脳卒中でなかったもの

は１００分の３０ある、ここまではわかるのです。これはこれで脳卒中だと思っ

て運んでいって、そうでなければそうではないことをきちっとやっていればいい

だけの話なので。それとは逆に、脳卒中ではないと思って、脳卒中ではない医療

機関に運んでいって、実は脳卒中だったというようなことは、これは長崎のよう

な病院での診断名と救急隊の判断とをマッチングさせないと、これはどうにもな

らないのです。ですから、ＭＣ協議会などで一生懸命議論して、または救対協か

ら病院側の、月曜日の午後はこことこことここがオーケーだよとかといって、医

療提供側と救急隊側がうまく合作したと仮定しても、その先でうまくいっている

かどうかを検証しようと思うと、この手のマッチングのことを抜きに考えられな

いのです。ですから、病院側から見ると、おそらく救急隊と接触したその時点に

おいて、とりあえずの初診時診断というようなところで、例えば脳卒中と書くと

しても、その後に、確定診断を下す。脳卒中の場合にはおそらく２時間ないし３

時間すれば確定診断が得られますけれども、その段階で実は慢性硬膜下血腫であ

ったりとか、糖尿病の低血糖発作だったりというようなことがわかって、そして

それが救急隊との搬送の理由とマッチングさせるというような話にどうしても

なりますから、これは初診時のときにはもちろん書いて渡す、紙で渡しています

ので、それはそれでいい。あとは入院して５日とか１週間とか、よくわかりませ

んけれども、どこかで何かのアクションを起こしてやっておかないと、この手の

議論は進まない。アクションを起こすときに、委員がおっしゃるように、病院の、

例えば電子媒体化された情報を何らかのプロセスを使ってどちらかに集積する

という方法もあるだろう。例えば外傷のデータを外傷研究診療機構という、いわ

ゆる任意団体がやっているトラウマレジストリーに移すというようなことは、病

院によっては研究的にはやり始めようとしているのです。そうすると、ドクター

や、それから診療録管理士がそのための手間を省いた形で情報として集積できる

と。だから、それはそれでいいのです。ただ、それがそういうような電子媒体上

のアクションというか、パフォーマンスでうまくいくかどうかという話が、委員

が言われたみたいに大事だということはわかるのですけれども、その大事さと同

じ程度に、今現在行われている消防と医療の連携に関する情報の検証作業も大事

だというようなことなのだと思うのです。だから、その辺のバランスをどうする

かということになるのではないかなと僕は思います。 

 ありがとうございます。どうぞ。 

 電子カルテのあり方とか、電子上、データベースの話について私どもは知見が

ございませんので、よく厚生労働省とそのあたりの進み方と歩調を合わせてやっ

ていかなければいけないと思いますが、やはり医療機関の持っている患者さんの

個人情報の問題については過去いろいろ問題がございまして、ちょうどウツタイ
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ンのデータにつきましても、医療機関に入った後の１カ月後の生存率だとか、社

会復帰の状況だとか、そういった情報を医療機関からいただくに際して、特に個

人情報保護法上の問題点についてもきっちり議論しなければいけないというこ

とで、ちょうど私ども消防庁でも検討会を設けまして、そのあたりの消防機関に

対する医療機関の情報提供については、一定の公益的な目的の中で許されるので

はないかと、特にその後のデータ処理の仕方として、個人情報、個人が識別でき

ないような形で出す等の工夫を凝らしながらやる場合については、法的にもクリ

アできるのではないかということが出ておりますが、今回の調査はもう少し踏み

込んだ形になると思いますので、そのあたりはきっちり法的な面とか、制度的な

面をよく厚生労働省とも相談しながら進めていきたいと思います。 

 ありがとうございます。ぜひよろしくお願いしたいと思いますが、この関連、

どうぞ。 

 作業部会の座長を仰せつかっておりますので、確認と、親会議で方向性を少し

示しておいていただきたいなということで質問を兼ねてお話をさせていただき

ます。今回、焦点を割と明確にしていただいたので、メディカルコントロール作

業部会では比較的検討しやすいかなと思います。しかも今回のトップに挙がって

いますデータを連結してシステムの評価・分析をしていくというところは、先ほ

ど来、最初にお話のありました消防法改正で現行進みつつある搬送基準のつくり

方と病院選定のリスト作成など、強く関連していると思います。たとえば、基準

をつくって、病院のリストをつくって、その結果、患者さんを円滑に収容できた

のか、少し問題があったのかを評価しなければなりません。ということになりま

すと、我々医師から見ますと、その傷病者の病態、いわゆる患者さんの病気に応

じて最終的に適切な治療がなされたのかどうかというところのデータを収集し

ないと、正確な評価・分析ができないということになります。それなしで、例え

ば搬送基準をつくれとか、病院の選定を云々しろというのは、難儀な話だろうと

思います。ですから、この問題についてはメディカルコントロール作業部会にお

題をちょうだいしたということは極めて大事なことだと思っております。 

 そこで、一、二点、この救急業務高度化推進検討会で整理しておいてほしいの

は、委員が言われた個人情報保護にかかるデータの取り扱いについて、そこをど

ういうように考えるのかということを明確にしていただきたいこと。また、作業

部会でああだ、こうだとおそらく医師である委員同士で議論しても、その道の専

門の人に聞かないとちょっとわかりませんというようなことになると、討議をす

るのが難しいと思われます。そこで、１つは事務局がおっしゃったようなことだ

けではなくて、委員会の中にその道にたけた委員のご選任を願いたいということ

が１点でございます。もちろんそれが厚生労働省の現在の中の診療録といいます

か……。 
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 管理士というのがありますね。 

 そうですね、医療情報を扱ってきた今までの経験で、それを他施設とデータを

連結させるという仕組みについてよくご存じの方に委員として入っておいてい

ただかないと、おそらくイの一番に委員が言われたようなことで行き詰まってし

まいますので、そこは事務局にひとつお願いをしておきたいと思います。 

 それと２点目は、こういうことをやるのは大変理想的ではあるのですけれど

も、現実に、では、個々の病院にとって何かインセンティブがないと、協力して

いただけないことがしばしばあります。作ったのはいいのだけれども、実際、地

域のメディカルコントロール協議会でこういうことをお願いしますと各医療機

関にお願いをするときでも、やはり行政に一緒に入っていただいて、財政的には

どの程度負担になるのか、その分支援していただくことが必要です。データを返

すのはいいのだけれども、うちには救急の事務員１人置こうとするとこれだけの

ものが要るのだということは当然出てきます。そういったちょっと先が見えるよ

うなところも、ぜひこの検討会の中である程度練っておいてもらいたいというこ

とが作業部会の、まとめろと言われたほうの長からのお願いでございます。 

 以上です。 

 ありがとうございます。これはもうお願いということにさせていただきたいと

思いますが、事務局、何か追加はありますか。どうぞ。 

 １点目の法的な観点からの検討ということは重要ですので、私どもは作業部会

の委員にも考えておりますけれども、そこはしっかりやらせていただきたいと思

います。 

 あと、医療機関のインセンティブ、事務作業の話は、にわかにお答えは出しに

くいのですが、ことしの検討会、作業部会でも、かなり事務作業的なものが出る

とすれば、そちらの手当ても考えたいと思いますので、そこはご意見を踏まえて

工夫させていただきたいと思います。 

 よく出る話で、確かにインセンティブを何とか維持しながら、ということにな

ると、ある程度の金銭的な費用弁償ということは必要になることが多いもので、

その辺のところもぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 どうぞ、委員。 

 ２点あるのですが、まず１点は、長崎は全例を検証されているのですね。それ

を全国５００万件の件数全例を想定してやっているのか、あるいはある程度絞っ

てやるのかということが１点です。 

 もう１点は、先ほどから出ています個人情報も含めてなんですが、具体的な例

として９ページに出ている長崎県の検証用返信票というものがありますけれど

も、ここにはこういう形で氏名とかもろもろも出るような形になっておるのです

が、これは明らかに医師法の守秘義務違反ではないかと思うのですが、その辺に
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関して、それについての厚生労働省の見解をお聞きしたいのですが、いかがです

か。 

 まず１点目のほうから。いきなり全部５００万件は、理想ではございますが、

おそらく難しいと思います。ですので、どこからできるのかという現実的なこと

も含めて作業部会でご議論いただければと思います。 

 ご指摘がありました２点目も、厚生労働省というお話がございましたけれど

も、９ページ目の右の表でございますが、真ん中に、上の５分の１程度でござい

ましょうか、米印がございまして、返信する際は切り取り線で切り取ってご返信

くださいというような形になっております。ですので、まだ弱いというようなと

ころはあるかもしれませんけれども、一応、連結可能匿名化というような形で長

崎では対応がなされております。 

 よろしゅうございますね。ありがとうございます。 

 このメディカルコントロール作業部会の今回の調査について、消防の立場とし

て、代表するわけではないですけれども、個人的な見解を述べさせていただくと、

この必要性ということは十分わかります。まず、現場の風景を言いますと、おお

むね救命センターなどに救急隊が運ぶと、多分、この票の大半は黒板に書くとか、

メモをして残してまいります。その後、病院の方たちは、看護師さんは看護師さ

んの記録、先生は先生のカルテというようになっているのです。何を言いたいか

というと、あえてこういうことをやらなくなって、病院というものがどういうよ

うなことをしたいのかというならば、カルテとの一体化だとか、そういうことで

できるのだろうと私は思っているのです。しかしながら、それが今、なされてい

ないということ自体が消防と医療の連携という言葉があるような分断化されて

いる状況だと、ここに私は問題があると思っています。ですから、あえてこうい

うことをやらなければならないということ自体に実は問題があるのではないの

かと、しかも我々の業務というのは、医療機関に搬送するということで完結する

話であって、医療機関側が、救急医療という大きな広い視点から見るならば、ど

のように患者を運んでくるかということはもっと積極的にアプローチするべき

であって、それをこういうような票を使わなければＭＣとして検討できないとい

うところに私は問題があるのではないかと、まず言わせていただきます。 

 それから次に、私はさっき委員がおっしゃったように、昨年の暮れ、東京とし

てやらせていただいたときに、非常に参考になりました。それは何かというと、

地域の医療機関というものと、それから我々救急側というのは、何らかの工夫と

いうものを必要とするということが非常によく鮮明に出たということです。それ

が多分、８月の末に行われる東京ルールというものに方向としてなってきたのだ

と思います。 

 そこで今度は各論的な言い方なのですが、５ページ目の受け入れ医療機関決定
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までに受け入れに至らなかった理由とその件数というものがあるのであります

けれども、これは、きょうは大半が座長を含めてみんなＭＣの先生なので、怒ら

れてしまうかもしれませんけれども、これは本来、医療機関側が回答すべきであ

って、救急というのが又聞きをして書いていいのかというところは私は押さえて

おいていただきたいなと思います。 

 以上でございます。 

 今、最初に私が長崎と東京と、都県というように言おうとしたのはそこなので

ございますが、今、委員からも１２ページ、１３ページの流れでご指摘がありま

した。確かにこれは医療機関がというところがあるのかもしれませんが、この辺

のところについてはこれからのディスカッションの中でも出てくるところだろ

うと思いますので、ちょっと時間をいただきたいと思います。どうぞ。 

 それでは追加しますけれども、１つは、長崎のこの例は今年１月、実際に熊本

で見せてもらったと思いますが、そのときにも議論になったと思いますが、例え

ば病名といったときに、ＩＣＤ１０にのっとるのか、それとも救急に特殊な分類

方法が必要なのか、何かのモディフィケーションのバージョンをつくるのかとい

うお話をしましたが、今のところはＩＣＤ１０を使用せず、長崎では適宜やって

いるというお返事だったとお聞きしています。 

 問題は、それをもっと広げた場合に、データの部分が整理されないまま、それ

ぞれの県が独自に分類を行う状況が生じてしまうことで、医療保険の請求のとこ

ろでは、今でも病名のくくりができていない現実があります。日医のＯＲＣＡソ

フトはＩＣＤ１０に乗っているのですが、そうでないケースも多くあって、それ

をそのまま議論しないで、こうやりましょうということは少し走り過ぎている感

じがするのです。ですから、ここのところはメディカルな議論をきっちりしてい

ただいて、その上でこういうフォーマットにしましょうという形としないといけ

ないのではないかなと思います。 

 もう１つは、メディカルコントロール協議会のあり方という議論をもう数年間

やっていまして、今回の改正でも大きな問題でしたけれども、当面こういう形で

立ち上げようということで始まっているわけです。そこに出すデータがどういう

ものであるべきかということは、委員がおっしゃるように、医療のカルテ上では、

全部が集積された状態であるということは当然あっても良いし、当然するべきだ

ろうと思うのです。それがアウトプットされて、例えば地域の協議会に出される

時点で、どういうデータベースである必要があるか、という議論をする必要があ

るということなのです。それが今度、国単位になったときに、もっと大きなデー

タベースになりますので、そのときに無名化をどこからどこまでどういうレベル

で積み上げていくか、全く最初から無名化すれば現場に還元できないのではない

かという議論とあわせて、患者さんのセキュリティーを最初に置いて、その上に
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積み上げていく議論でなければならず、やはり単なる行政ベースではいけないと

思うのです。メディカルコントロールは、前から僕が言っているように、まだ今

のところサードパーティーオーガニゼーションだと、要するに法律にも規定され

ているかどうかわからないだろうという言い方を皆さんがされるように、そうい

うものの中で、善意で行うためにはどういう取り扱いをするのかを含めてお話を

進めていただければと思います。 

 ありがとうございます。これについては作業部会長がお話をどうぞ。 

 今、委員がおっしゃった、おそらく長崎の救急白書が出てきたのはデータを収

集する例として、データを連結する話であって、データベース化ということが目

的ではないと思います。いわゆる疫学調査ではないはずなのです。それははっき

りさせておかないと作業部会のほうも混乱します。例えば心カテができる循環器

の患者さんを、胸痛の患者さんを収容して、心カテができる病院を選定したとき

に、その結果がほんとうに急性心筋梗塞だったのか、それなりの病名を持ってい

て、かつ心臓カテーテルが適切な時間に行われたのかなどの情報がフィードバッ

クできれば、検証に値します。というような意味でとらえて、データの連結が必

要と理解はしているのですけれども、ちょっとその辺は親会議で整理しておいて

いただかないと。 

 全くそのとおりで、この長崎はこういうことをやっておりますよという事例の

説明に出てきたのだろうと私も思っておりますが、事務局、そのとおりですよね。

 全くそのとおりでございます。それで、今、委員からありましたＩＣＤ１０と

の整合性の話とか、５００万件やるのかという話はちょっと軌を一にしていると

ころがあると思うのですけれども、全搬送をトータルでとらえるということにな

りますと、そういう話も出てくると思うのですが、先ほどご説明申し上げました

が、詳細な今回の調査はどれをやるかということは作業部会でやっていただくに

して、ぜひ親会では、私どものイメージとすると、５００万件全部はできません

ので、今、救命センター搬送事案、重篤事案と脳卒中の関係、心疾患とあります

けれども、この中で心疾患のうちの心肺機能停止の方についてはウツタインであ

る程度医療機関の情報と連結した評価がなされていると、それをもう少し生命に

危険があるものからステップを踏んで徐々にやっていきたいというイメージで

して、両方の情報をつき合わせてデータベース化していくということはあると思

いますけれども、当面考えているのはこの部分ということでございまして、ここ

について、ある程度の方向性がもし親会でもいただけるのでありましたら、きょ

ういただければなということでございます。 

 よろしゅうございますよね。東京都では今、３ページのところ、検討項目の２

のところでの対象というところで、今、事務局からお話がありましたが、この３

つについてデータは当然そろっているわけでございます。ネットワークというの
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は、心疾患もあり、脳卒中もあり、３次のところはそのまままたあるわけで、も

う２つ３つだと、熱傷のネットワークがあります。それからもう１つは小児の３

次小児というのか、重篤小児のネットワークというものがありますので、５つは

東京ではデータはこのようにそろうのではないのかなという気はいたしますが、

ほかのところで何か対象を考えたらどうだというご意見がありましたらお願い

したいと思いますが、いかがでございましょうか。どうぞ。 

 東京では、救急隊が脳卒中だと思って運んだ症例についてどうでしょうかとい

うようなところについては、とりあえず、パイロットスタディー的に出ることは

出た。だけど、体系的にこれからどういうような仕組みで出そうというところま

では実は至っていない。それから、脳卒中だと思わないで運んだ患者さんの中に

脳卒中がもしかしたら入っているかもしれないというようなことについては、今

のところ全くブラックボックスでどうにもならない。 

 だから、委員が言われるみたいに、病院側がそもそもその手のデータをつき合

わせるのが地域の病院の使命ではないかというようなニュアンスでおっしゃっ

たことは、総論的には全くそのとおりなのです。地域の社会的なインフラストラ

クチャーとして大事な病院があるのだよと言っている以上は、そういうようなこ

とをしろと言われれば、確かにしなければいけなかったとは思います。けれども、

実は正味の患者さんの治療だけでもう手いっぱいで、とてもそんなことをやって

いられないよねというのが、これは病院の現状の景色なのです。だから、委員の

病院だって、協力するという意味における前向きのベクトルは多分おありだと思

いますけれども、では、事務員をどうやってそこへ展開するのかといえば、これ

はもうそれだけの兵がいない、そういうことですよね。だから、ＭＣ部会長も副

院長をやっていて、僕も副院長をやっていますけれども、やらなければいけない

という総論的な部分に関してはよくわかる。データを持っているのは病院だか

ら、病院が出さないといけないということもわかる。消防のデータとそうやって

突き合わせをすれば、もっといいことができることもわかる。だけれども、もう

どうにもならないということが現状だということがあって、いろいろな議論があ

ると理解していただきたいと思います。 

 ありがとうございます。委員、どうぞ。 

 今のことにも関連するのですけれども、実際、ウツタインでもそうなのですけ

れども、１カ月後の予後をきちっとデータを把握するときに、転院先にまで問い

合わせて確認するという作業がたくさん必要になるのですけれども、先ほどおっ

しゃった法的な個人情報保護とか、医療法との関係で、その辺まではどう整理さ

れているのでしょうか。この切り取り線とかは１週間ぐらい、当該の医療機関だ

けでとどまる場合は何ら問題ないのですけれども、その先まで法的にちゃんと担

保していないと、そこから先の情報は得られないのです。それはすごく重要で、
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そこの情報の利活用を法的にちゃんといろいろな手続を踏んでクリアしておか

ないと、非常に重要な情報が抜けて終わってしまうと思うのですけれども。 

 事務局、ご説明をお願いできますか。 

 ウツタインの中でもそこは非常に、ウツタインのウイークポイントの１つとい

うことでの評価を受けることもございますが、要するに転院をした場合には、１

カ月後生存率といいつつ、転院をした場合はその時点をとってもよいというよう

な形での運用もしていまして、そこはきちんと倫理的に整理がついていれば、も

ちろん追うということになりますけれども、ウツタインの中でも限界を感じなが

らやっている部分はあるということが現状でございます。 

 それは法的なところはいかがなのですか。どうぞ。 

 ほとんどこの会議に出ても貢献できませんので、こういう法的な問題のところ

だけを少しご意見を言うべきなのだと思いますが、１つ、最初に私も一応、法学

部には所属しているのですが、医学でもきっと同じだと思うのですが、１人の法

学者が何かこれは法的に問題がないと言って、異論がないかというと、お医者さ

んでもそうだと思いますけれども、間違いなく異論が出てきます。だから弁護士

２人集めれば、意見が異なるということはいっぱいあるのです。だからその意味

では私が頼りないということもあらわしていると同時に、それだけではなくて、

法学でも意見が異なるということは理解していただきたいと思うのですが、多

分、ここで出てきた議論を私がお伺いしている中で、こういう検証作業みたいな

ことについて意義を疑っている先生方は多分ここには１人もいらっしゃらない

と思うのです。だからその意味では、消防の救急活動で、消防法とかというもの

に根拠法がきちんとあって、それが国民のためになるということがわかってい

て、それに基づいてやっているわけですよね。それをさらに効率化しようと思っ

てこういう検証作業をやっているときに、目的は明らかに立派なことをやってい

るのに、例えば医師法違反ではないかとか、個人情報保護違反ではないかという

懸念が出てくることは当然だと思うのですが、法律も時には常識に反したことが

出てくることはありますが、基本はやっぱり常識的な結論が出るのが法律だと思

うのです。だから、私も細かく、例えば医療法とか医師法なり、個人情報保護法

をもう一度見直さなければいけないと思いますが、間違っても、こういう救急の

効率化しようと思っている大きな大義がある中、それを法律がテクニカルな理由

で何か防止するということは、障害になるということは基本的になくて、先ほど

事務局からも、既に一度はきっと検討されているのだと思いますが、そこでもク

リアする道はあるというようなものが多分そこでの結論だと思いますし、私が勉

強してきた中でも、文面上をみれば、何か矛盾するような条文があったり、一見

すると間違っているようなことはあると思いますが、そこで何か障害に、もちろ

んセキュリティーに気をつけなければいけないとか、そういうことはあると思い



 23

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

座 長 

委 員 

 

座 長 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

座 長

委 員 

 

 

 

ますけれども、だからといって、法律が何かこういうきちんとした目的でやろう

ということをやめさせようということにはならないというのが私の直感なので、

そこはあまり大きく気にする必要はないと思いますし、例えば医師法の守秘義務

の例は、最近、皆さんもご存じのように、一部マスコミ報道とか本の出版なんか

で問題になったと思いますが、医師法の守秘義務違反でお医者さんが逮捕された

とか、訴訟になったということはほとんど事例がないのです。だからよっぽどひ

どい事例で、しかも何か患者さんのことを考えないようなことが疑われるような

事例なので、こういう目的でやっているときに、何か医師法の守秘義務が障害に

なるということはないと思っていただくほうが私は常識的だと思いますし、それ

はきっと、間違っている可能性もあるかもしれませんけれども、多分それが正し

い答えではないかと思います。 

 ありがとうございました。委員、よろしゅうございますか。 

 僕も全くそのとおりに思うものですから、それをあいまいにしないで、むしろ

きちっとクリアしておいてほしいと思うのです。 

 わかりました。委員、どうぞ。 

 私も全く同じ意見ではございますが、片方で、医師というのは非常に患者さん

の個人的な問題にかかわることが深いわけです。早い話が妙齢の婦人が他人の前

で裸になるなんてことは普通では考えられない。それは、医師は必ず秘密を守る

ということがあるから、その信頼のもとにやられているわけです。だから、ほか

の場合と比べて医師には特段のそういう守秘ということが義務づけられてくる

のは、これは当然だろうと思うのです。私もこの意図そのものが間違っていると

考えているわけでは全然ないのですが、もしも、そのことにしっかりけじめをつ

けないで崩していくと、おそらく今までずっと綿々と続けてきた医療の前提を覆

す蟻の一穴にならないかと心配するのです。医師会を含めて、医師は守秘という

ことに対して非常に敏感であると理解していただいたほうがいいかと思います。

 ただ、このことに関しても、何らかの法的な形でこういうように消防のほうで

も担保をしていただけて、このことに関して、守秘義務から外れるのだよという

ことを明確に出していただければよいのです。別にほかの目的に流用するわけで

はないわけですから、しっかりとした手だてを打っておくべきです。このことは

救急業務だけではなく、医療全体に大きな影響を与えていく可能性があるから、

十分注意していく必要があるだろうと思います。 

 委員が先ほどおっしゃりたかったのはそこだと思います。どうぞ。 

 おっしゃるとおりで、私もその部分は非常に大事だと思って、２つほどだけ補

足させていただければと思うのですけれども、１つ目は、私より事務局のほうか

らお答えいただくほうがいいと思うのですが、何かこれは法的に大丈夫だという

確約をもらうのは、実際上はきっと難しいのだろうと思うのです。つまり、とん
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でもない事例が出てきたとき、仮にここで何か確約しても、捜査が入るとか、検

察が動くとかというときに、それをとめるということは無理なので、だから基本

的にはなかなか難しいと思うのです。だから厚生労働省と相談して、こういうこ

とは問題ないかとかという意味で、事前に何らかの一致点みたいなことを求めて

おくということは重要だと思うのですが、それ以上に向けて何か常に絶対大丈夫

ですよというのはなかなか難しいのだろうということが１点目です。 

 ２点目は、１つやり方として、今、委員が言われたような患者さんに向けて、

お医者さんがすごく患者さんの治療するために情報を開示してもらうためにす

ごくセンシティブだということはおっしゃるとおりだと思うので、例えば今、個

人情報保護法なんかでも、医療機関がこういう場合には情報を外に出しますとい

う形で何か掲示みたいなことをきっとしているのだと思うのです。だからその目

的の中に、例えば救急の効率化のために情報を出すということは事前に明示をし

ておいて、患者さんにもやるというようなことは十分あり得るので、そういう形

で何か対処とかという方法はあり得るかなと思いました。 

 ありがとうございます。 

 ごめんなさい。手がたくさん挙がっていますが、実はまだ３分の１しか終わっ

ていないのです。ちょっとだけお待ちいただいて、このぐらいにさせていただか

ないと、もうとても時間がなくなってしまうわけでございますが、また戻っても

構いません。 

 １７ページをお開きいただきたいと思います。２番目の作業部会は、救急指

令・救急相談等の作業部会であります。この作業部会について、いかがでござい

ましょうか。ご意見をいただきたいと思いますが、どこからでも結構でございま

す。いかがでございましょうか。 

 あるいは、最初にこの作業部会の部会長としてのお話をちょっといただければ

と思いますが。 

 それではご指名ですので、昨年のトリアージ・プロトコルの作成の作業部会か

ら引き継いで、今回、救急相談にまでこれを拡大した形で、主に情報提供あるい

は情報の確認というような部分で、それを軽症から重症までまとめてということ

でのお話になったと思います。トリアージ・プロトコルの側につきましては、先

ほど事務局からご発表いただいたとおりで、特に心停止に関するＰＡ連携、ある

いは口頭指導等については、実際それを運用していくというような形になってい

くのだと思います。 

 それからもう１つ、事前病院選定という言葉が出てまいりましたけれども、こ

れは選定という言葉が正しいのか、あるいは事前情報提供というような形がいい

のか、いずれにしても、このような緊急性の高い疾病が通信段階で疑われるとい

う場合には、救急隊が行くまでの間に収容可能な病院の候補を当たっておくと、
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あるいはアラートをかけておくというようなことが、それが実際可能なのか、あ

るいは有効なのかということについて、これは少しいろいろ情報を集めて考える

必要があるかなと考えております。おそらく救急隊が着いて、救急隊員が直接見

て得られる情報の確度と、それから、それまでおそらくタイムラグとしては１０

分程度があるわけですが、その１０分待ってより正確な情報に基づいて選定をし

たほうがいいのか、あるいは１０分でも早く不確実な情報のもとに選定をしたほ

うがいいのかということは、これはちょっといろいろ検討するべき内容があるか

なと部会長としては考えております。 

 それから、救急相談につきましては、私自身も東京都の救急相談センターの立

ち上げに関与した経験と、それからそれに際する際にさまざまな相談のプロトコ

ル等の作成についても考えてまいりました。東京都で実際、既に実施している中

で、全国展開する上での問題点ということでいろいろ考えなければいけない部分

がありますけれども、東京でも問題になった、これはそもそも消防という範疇で

やると、どうしても救急車の搬送ということだけがターゲットになるわけですけ

れども、病院側からの負担を考えれば、夜、患者さんが来るのか、昼まで待って

来るのかという、つまり、歩いてきても、救急車で来ても、夜中に患者さんが来

れば、病院の負担としては変わらないわけです。どちらにより負担がかかってい

るかというと、医療機関側がボトルネックになっている部分がかなりあるのであ

れば、その部分も踏み込んでこれは相談をしていかないと、あまり意味がないと、

そうすると、消防署の持っている救急車を使うか使わないかということだけでの

相談にとどまらない部分があるということをこれはやっぱり考えていかなけれ

ばいけないだろうということです。 

 それからもう１つは、♯７１１９という電話番号を、これは全国共通にしてい

くのか、あるいは１１９番とほんとうにやっていくのであれば、１１９番で、火

事ですか、消防ですか、救急相談ですかというような形でそちらに１本にしてい

くかというようなことも含めて、これは少し将来的な設計を考えていかなければ

いけないのではないかなと、一応、今の時点では考えております。 

 ありがとうございます。総論的にお話をいただきまして、ありがとうございま

す。 

 いかがでございましょうか。委員、どうぞ。 

 東京都の場合、これはかなりやりやすいのではないかと思うのですけれども、

ほかの県、大阪府もそうですけれども、ほかのところは消防本部がたくさんあり

ますよね。その中で、大阪市は大阪市消防局だけでやっていますからカバーでき

るのですが、愛知県と奈良県、奈良県はことしの１０月からということで、運用

はまだですね。愛知県はもう始めていらっしゃるのですか。 

 医療機関案内はやっています。救急相談はことしのやっぱり秋からということ
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で。 

 特にその相談を受けて、♯８０００番、これは比較的簡単にいけることが多い

かと思うのですけれども、♯７１１９ですか、こちらの場合、相談を受けて、こ

れは緊急を要するからといって、どこの消防を出すかという形になると、これは

一応、そこの消防本部へ案内を受けた方から回すという形になっていますよね。

 そうです。 

 そうした場合、どこの消防本部へ回すかというようなことも含めてかなり問題

が起こってくるのではないかと思うのですが、その辺はどういうようになってい

るのでしょうか。うまくいきそうなのですか。これを見ていると、きっとうまく

いかないだろうなと私は思ってしまうのです。なぜかというと、現実の問題とし

て、大阪府は３３消防本部があると思うのですが、それをどこかが受けて、その

近くの消防にこうだと言っても、そこの消防がいないときもありますし、そうし

たら、次どうするのかというような話になってくるから、ある程度ブロック化し

て、広域消防みたいなことを同時に進められればいくでしょうけれども、小さな

消防本部がいっぱいある現状ではなかなか難しいのではないかなと思うのです

が、その辺のことはどういうように理解されているか。 

 東京とは違うのだよというところですね。どうぞ。 

 まさにそこの問題がございますので、いきなりこれは県単位でできないだろう

ということで、ことしの２１年度の予算で消防庁のモデル事業ということで、特

に今、杉本委員から話がありました消防本部の単位というのは、東京以外はまだ

細切れの状態ですので、そことの連携ということは非常に課題がありますので、

課題抽出と解決策ということでモデル事業ということであります。 

 大阪市の場合は、消防局の救急担当部長さんがお越しになっておりますけれど

も、消防の場合には、消防本部同士の指令の転送システムというものがあります

ので、おそらく大阪市でやるものの中にも、大阪市外から通報が、救急車を出さ

なくてはならない場合もあるかと思いますけれども、そこの転送はわりと容易に

できるかと思います。愛知と奈良の場合には、県の医師会館の中のセンターとか、

そういうところに相談が入りますので、そこから救急車の要請が必要なときに、

どうやって消防本部につなげていくのかというところが課題ですので、しっかり

事業の中で担保しながらやっていきたいと思います。今、基本的には転送という

格好で所管の消防本部に救急車の要請が必要なのでということで消防本部に伝

達して、そこから速やかな救急車の派遣ということになると思うのですけれど

も、将来的には、今、位置情報で、１１９番がありましたら、ある程度一定以上

の政令市であれば、場所が特定できるというＧＰＳがありますが、その情報は転

送の場合にはできませんので、そこをうまくクリアしていかなければいけないわ

けですけれども、ことしの愛知県、奈良県の事業の場合には、そこのところがし
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っかりつながらないと担保できませんので、しっかりやっていく考えでおりま

す。 

 委員、どうぞ。 

 現場の話ですが、消防というのは、ご承知のとおり、救急だけではなくて、メ

インは火災で、そのほかにもいろいろな自然災害なんかをやっていくと、例えば

関係機関とのホットラインというものはたくさん持っているのです。それはきょ

うおいでいただいている札幌市も大阪市も同じなのですけれども、要するに情報

の接続というのはものすごい神経を使う機関で、規模の大小にかかわらず、必ず

何かの事業をやるときに、自分の中で完結できないときというのはそのホットラ

インを持つというシステムで、きているのです。ですから、私は愛知県のことを

確認はしていませんけれども、多分、愛知県もかなりの数の消防本部があって、

全県１区で相談をやるとなると、必ずそのかかってきた方の住所地というのを管

轄する消防というのが必ず出てきて、その消防というのが、煩わしいけれども、

三十幾つあるとするならば、その本部とのホットラインを必ず引くというシステ

ムをとるという、これはあえて大代表から回すというようなことをやると、必ず

時間的なロスもあるのと、それから必ず電話の間違いってあるではないですか。

そういうようなシステムを必ず組むはずだと思います。東京も、正確に言うと、

東久留米市と稲城市というのがあって、そこも含めて電話相談事業の対象地域で

す。あえて言うならば、人口割りからすると、かえって稲城市とかというところ

からの電話が多いのです。そうした場合には、やっぱり我々が持っているホット

ラインというものを使って、その中でやりとりをするということになります。 

 以上でございます。 

 要するに、制度的には、システム的には可能だろうという理解でいいわけです

ね。 

 全く可能だと思います。 

 ありがとうございます。 

 申し訳ありませんが、委員の皆様、少し簡潔にご質問いただけると。 

 救急安心センターの事業は、おそらくこれは救急車を依頼しようかどうか迷

う、ということで生まれてきた話だと思うのです。ただ、患者さんあるいはご家

族の目線で立った場合に、救急車を呼ぶか呼ばないかという前に、病院に行こう

か行くまいかという選択肢があるのです。実は私たちは医療機関のサイドですの

で、今、問題になっているのは時間外の診療をどうするかということと、救急患

者さん、いわゆる救急車も含めて結構ですけれども、ほんとうに重症な救急患者

さんをどうするかということは、病床を持っている病院施設ともう１つは時間外

に診療される患者さんの受け皿との役割分担を明確にしていないために、病院自

身も救急病院が非常に混乱を来しているという実態があります。 
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 もう一度話をもとへ戻しますと、傷病者の目線で見たときに、実は時間外だっ

たら、医療行政上は初期、例えば救急事業団で休日急病診療所がありますよとい

うことにはなっているので、考えてみると、本来はそこへかかるべきか、かから

ざるべきかという、まずいわゆる分岐があるべきなのです。今、ここは消防の場

ですので♯７１１９についての話だけやっていますけれども、それは重症だから

すぐスイッチを入れて救急車を出しますよという利点は生かせます。しかしなが

ら、おそらく患者さんの目線から見たときには、時間外にやっている医療機関は

どこなのかしらというような情報を欲しいと思うのは９割以上あります。きょ

う、厚生労働省がお越しなので、おそらくこの話を突き詰めていったときに、消

防サイドでどんどんやっちゃうと、先ほど消防単位を超えての制度化というもの

はなかなか難しい。だけど、県単位で何かしようとすれば、やはり初期診療との

兼ね合い、医療情報の提供ということと切り離せない問題が必ず出てきます。だ

から、実はこの♯７１１９という事業は、ぜひ救急医療情報提供という意味にお

いて、それは時間外診療を提供する地域の医療との関係との中でデザインしない

と、おそらく東京、大阪みたいなところを除いてはもっと大変なことになるだろ

うと思いますので、作業部会では、やっぱり将来的な展望も踏まえて、厚生労働

省の初期、２次、３次の初期の時間外診療への振り分けも含めた相談センターな

る姿もそのスキームの中にぜひ入れておいてほしいと思います。そういうことで

す。 

 ありがとうございます。全くその辺のところは大事なところだろうと思います

ので、よろしくお願いしたいと思うのと同時に、この♯７１１９の中には、全国

で１つでもいいような、病状からの健康相談とか、病気相談とか、いろいろなも

のがある、そこと医療と地域の医療施設の相談というものと２つ分かれるのでは

ないのかなという気がしますので、その辺のところも、１つでいいのではないの

という流れもぜひ検討していただきたいと思いますが。どうぞ。 

 まさに今、座長がおっしゃったことは、地域の医師会ではかなりいろいろな場

で、例えば発熱のときにはどう対処するのかについて、医師会のホームページや、

それにリンクを張った状態で提供されていたりするわけです。それをオールジャ

パンでどういうように取り回していくかは、まさに今日的なテーマなのだと思い

ます。 

 それから、例えば２１ページを見ますと、２１ページの事前病院選定、これは

コールトリアージから始まっていますが、一定の疾患、４疾病５事業というもの

が医療法改正の中で言われていますので、それと一般救急の取り合いが生じ、そ

うすると、まだこれは検討する余地があると思うのですが、小児、周産期、心疾

患、脳卒中、精神科、外傷を別なカテゴリーにするかしないか、そういうものに

どう対応するかという議論をここから始めていかないと、いつまでたっても各論
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に行かない。すでに法律に書かれてあるので、一般救急とどのようにそれらを乗

り合わせていくかということは、ここで検討する必要があるのだと思います。そ

れがまず１点です。それから地域コーディネーターという制度を、厚生労働省で

はすでに予算化してつくっているわけなので、消防だから資料のどこにも書いて

いないのですが、そういうものとの情報の保有のあり方ということも、実際は議

論の中に入れていかないと、患者さんの流れをどうつくるかという話になると思

います。 

 それからもう１点、先ほどの話と重複するのですが、診療所紹介、それから個

人情報保護法に基づく掲示についての説明を委員からいただきました。医療機関

における個人情報保護のガイドラインは日本医師会がつくったものですので、皆

さんの納得いく結論が出た場合には、それのバージョンアップということを確か

に考えなければいけないなと思います。最初に僕が言い出したことが僕の仕事に

なりそうな話なのですが、それには十分な議論をして、納得いく結論を出してい

ただければというのが最後、お願いです。 

 以上です。 

 ありがとうございます。部会長から手が挙がっています。 

 今の委員のお話の続きになるのですけれども、東京の♯７１１９も結局、東京

都医師会が前面でプレーヤーとして一番頑張っているということで何とか情報

が提供できているというところがありますから、これは全国展開ということであ

れば、これは日本医師会の力なくしてはできない問題であるということが１つ、

それから、先ほどの情報の中で、当初、東京の♯７１１９で、情報がどうしても

消防庁の持っている情報なので、いわゆる救急病院が救急車を受け入れられる

か、受け入れられないかという情報をもとに病院紹介をしている。これはただで

さえ混でいる救急病院に集中してしまうと。やはり医師会の持っている休日・夜

間の初期救急の情報、これを何とかうまく情報として提供できるようにしていく

ということが、これは非常に大きな問題だったということで、これもおそらく全

国レベルで必要になるだろうということ、それからもう１つ、東京１,２００万人

で医者１人看護師３人、が常時いるというところで、バランス的にはそれでもち

ょっとマンパワーが足りないということですけれども、ただ、１００万人の県で、

到底バランスがとれないということになると、おそらく１県１相談センターとい

うのは医療資源の投入としてあまり割に合わない、座長のおっしゃるように、全

国１個でいいのか、ただ、そういうような地域での医療情報ということを考える

と、それまた別のものが要るのか、そこら辺は少し考えていかなければいけない

問題だと思っています。 

 ありがとうございます。そろそろこの時間も参ってしまいました。 

 １点だけ。これは部会長に多分お願いすることだと思うのですが、横浜では既
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にこれに似たことをやっていますよね。 

 はい。 

 横浜では１００件の１１９番のうち、１件が相談センターに回っているという

ようなことを当初の１カ月間の情報として言っていたのです。４つのＡ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの市の中には横浜市は入っているのですか、入っていないのですか。 

 ４つというと？ 

 さっきトライアルで。 

 入っていないと思います。 

 やはり横浜市の、少し先を走っている社会実験については、ぜひ十分な吟味を

して、これに載せることがとても私は大事だと思うのです。Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄにと

らわれずに、ぜひお願いしたいと思います。 

 作業部会には横浜市にも協力いただいておりますし、横浜市は１１９番通報で

入ってきた電話の中から相談的なものをより分けて、それをさらに民間の委託し

た業者に振って救急医療相談をするというような形でやっていますので、ぜひ実

績についてはその情報のフィードバックを受けて生かしたいと思います。 

 ありがとうございます。 

 このぐらいにさせていただきたいと思いますが、もう１つ総務省にお願いした

いのは、♯７１１９というのはどうも長過ぎるよ、３けたにしていただきたいよ

ということはいろいろなところで出ているわけでございますが、個人的なところ

で私の義理の母親も、シャープみたいな横文字はだめだよ、日本語にしてくれよ

という、例えばシャープって何ていったらいいのか、日本語だったら何ていうの

か、難しいですよね。 

 それでは、その次に移りたいと思いますが、次は３０ページをお開きいただき

たいと思いますが、災害時における消防と医療の連携に関する作業部会でござい

ます。これについて、いかがでございましょうか。 

 まずは部会長からお話をいただいて、それからにいたしましょう。 

 ３２ページをごらんいただきますと、これまでＤＭＡＴに関しましてはこの図

の左側、緑側のところですけれども、統括ＤＭＡＴというものを中心にしまして、

医療機関支援についてはある程度ヒエラルキーをつくるということが進んでき

ております。しかしながら、災害対策本部、調整本部や、あるいは指揮支援本部、

指揮本部にＤＭＡＴが入ってくれることに、こういう枠組みは今まではなかった

のですけれども、こういうことがもしできれば、災害対策という面からも医療に

関するいろいろ有益な情報が得られる、さらにこういう連携をすることによっ

て、ＤＭＡＴの側も安全確保であるとか、情報の面でメリットがある、お互いに

メリットがありそうだということが昨年度、の検討での提言の主なところでござ

います。しかしながら、ＤＭＡＴの運用要綱につきましては、地域間にいまだば
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らつきがございますし、さらには、例えば災害現状でＭＣを構築するということ

については、あくまでも地域内ではＭＣという枠組みがいろいろなところで確保

されてきてはいますけれども、地域を出ますと、この枠組みを構築することが容

易ではないということもまたわかりました。ですので、今年度、これに引き続い

てさらに訓練に参加するというような実働を加えて、その課題や問題をさらに抽

出して、その解決策を図るということにつながるのかなと今のところ考えており

ます。 

 作業部会長、ありがとうございました。 

 それでは、委員の先生方からご意見をお願いしたいと思います。いかがでござ

いましょうか。どうぞ。 

 結論から言うと、私はこの緊急援助隊のブロック訓練にＤＭＡＴが参加すると

いうことは大いに賛成であります。それで、部会長が検討されて推進されるとい

うことであるならば、ぜひお願いしたいのは、３２ページに、調整本部で活動す

るＤＭＡＴ、支援本部で活動するＤＭＡＴ、さまざまな連携のやり方というもの

が、これからこの訓練の中で、図上訓練を通してやっていくということなのです

が、いわゆる緊急消防援助隊側から見て、どういうような形であれば連携できる

かということはなかなかまだ明確になっていないものがあります。何を言いたい

かというと、こういった訓練というものは、イメージするのは非常に圧縮された

時間の中で、ある目的を持って、救助なら救助をするという前提の中で、どうい

うように他機関と連携するかということが非常に大事なわけですから、そうなる

と、ＤＭＡＴの機能を最大限に生かすという目的を持ちつつも、こういうことで

あるならば、例えば連携できるという何らかの提示をしなければならない条件が

あると思うのです。それは、今、部会長がおっしゃった現場における安全管理と

いうことも１つには非常に大事なことなので、その辺がきちんと意思疎通ができ

るかとか、そういったようなことを前提にして私は進めていただきたいなと思い

ます。既にＤＭＡＴそのもののあり方というものについてはいろいろ検討されて

いることはよくわかっておりますので、それを踏まえて、今度はＤＭＡＴ側に対

する緊急消防援助隊としての立場の中における一定の何らかの、制約という言葉

が正しいかどうかわかりませんけれども、そういうことが必要なのではないかと

思いますので、その辺を議論しながらこの訓練というものをやっていただきたい

なと思います。 

 以上であります。 

 ありがとうございます。どうぞ。 

 ＤＭＡＴの問題は医師会でも議論がありまして、地域というか、都道府県医師

会単位でＤＭＡＴの運用ができるかできないかという議論が１つです。もう１つ

は、予算はどこにあるのだという話になると、ないのです。ボランティアだと、
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ボランティアでけがをしたらどうなるのだというところから、やはり足元を固め

ていかないと、この広がりを、システム化していこうというときに、ボランティ

アでやっているのだからいいのだ、というくくりでは、全くそれではプロフェッ

ショナルな社会的な立場というものは守れないと思うのです。だから、これはや

はりいろいろな方がその中に入れるようなシステムづくりということも、この作

業部会ではぜひやっていただきたいと思うのです。都道府県医師会の災害対策本

部のレベルでは、準公務員としての大体位置づけをしていただいて、その中には

いろいろな立場の医療職が入ることがだんだん定着しつつあると思いますので、

そのＤＭＡＴ版というものは今日的には考えていただく必要があると思ってい

ます。 

 以上です。 

 ありがとうございます。 

 ＤＭＡＴというのは、日本のＤＭＡＴは厚生労働省の指導課が現場責任者にな

っているのだろうと思いますけれども、いかがでしょうか。厚生労働省から、何

かご意見はありますか。予算も何もないのだといえば、いや、そうではないない

だろう、予算はあるよと、何か。 

 それは検討中ですので、まだ概算要求の内部で議論している段階ですから、今

までは特段ないというのは、確認しないとわかりませんけれども、多分、ご要望

は受けとめて、今、内部で検討していますので、また何かご報告できることがあ

れば、そのときにご報告いたします。 

 よろしくお願いしたいと思います。 

 ただ、ご存じのとおり、ＤＭＡＴというのは日本のＤＭＡＴもあるし、東京も

あるし、大きな都道府県はみんな、また別個持っているのだろうと思いますけれ

ども、その持っているところでも予算はついているのではないのかなと、そして

災害保険等も出ているのではないのかなとは思いますけれども。 

 なぜこんなことを言うかというと、例えば新潟県中越沖地震の場合には、対策

本部ができて、そうすると○○予算とかというものが充当される、結果として医

療リソースまで、薬代はこのぐらいだよねとか、そういう話になるのです。とこ

ろが、例えば岩手・宮城内陸地震のときには、地震の規模が大きかったので、も

うＤＭＡＴが出動していたのだけれども、実際には対策本部が立ち上がらなかっ

た。そうなると、国の予算がつかないので、都道府県主体の予算の中からどうや

って充当するかという話になったのです。実際、僕はそれにかかわっていまして、

そうすると、こちらではお金が出ているけれども、こちらでは出ないと、我慢し

ろと、こういう結果になったのです。ですから、災害レベルは後で決まることで、

ＤＭＡＴが発出するときには災害対策本部ができるかできないかを踏んでから

出るわけではないので、あらかじめのルールがないと、結果として不利益になっ
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たり、不都合になったり、ましてけがをしたなんていったら、何にもならないと

いう話になってしまうのです。そこのところはとらえていただければと思って言

ったのです。 

 なるほど、わかりました。 

 今のお話はわかりましたが、委員、何か手が挙がっていましたが。 

 今の話で、全国の風景の話だけなのですけれども、東京の場合は、これは福祉

保健局が基本的にはＤＭＡＴというものを統括する、統括というか、管理すると

いうのです。したがって、一定の準備的な資材というものに対する金銭的な補助

とか、それから出動するに当たっての、いわゆる我々消防との連携とか、それか

らさらには保険、こういったものを掛けてやるということが前提だと思うので

す。今、委員がおっしゃったように、私は先ほどの部会長との話の中で言わせて

いただきたいのは、我々消防というのは、言うなれば、ボランティアの方という

のは非常にありがたいのだけれども、それに対して何らかの連携した仕事をする

となれば、我々がその責任を負うのか、それとも何らかの立場を明確にした方と

の連携をするのかによってずいぶん違ってくるのです。ところが単なるボランテ

ィアという形になってくると、その方たちに指揮権というものが、我々の現場に

対する指揮権というものをどれだけ強制できるのかという問題まで踏まえて議

論していかないと、連携はできないと思うのです。ですから、非常に大事なこと

だと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 ありがとうございます。 

 ＤＭＡＴだけではありません。この作業部会では、災害時に救急救命士に求め

られる救命処置のあり方ということがあります。今、３５ページ、３６ページ等

でございますが、それは救急処置のＣＰＡで静脈路確保ということは救急救命士

に与えられているものでございますが、災害時には心肺停止になる前に静脈路の

確保、あるいは輸液を行うということはいかがなものかというところ、そしても

う１つは、（２）になりますけれども、活動場所というところは救急現場並びに

搬送というところでありますけれども、それをもう少し場所の限定というところ

を拡大していくということはいかがなものだろうかというようなところがある

わけでございますが、ＤＭＡＴも重要なところだと思いますけれども、この辺の

ところについていかがでございましょうか。どうぞ。 

 ３６ページの資料についてですけれども、僕はちょっとまだ理解ができないの

ですけれども、応急救護所へ搬送された傷病者に対する救急救命処置というの

は、現在はできない場所という理解でこういうように書いてあるのですか、それ

とも応急救護所というのは現場から医療機関に行く１ステップですから、そこで

やることは基本的には搬送中の一貫と考えてやってもいいという考えなのか、僕

はやってもいいという考えのほうが普通ではないかと思っていたのですけれど
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も、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

 現行法上は、救急車内か救急車に乗せるまでの間ということになりますので、

救護所から必ず医療機関に運ぶということで、救急車にいずれ運ぶだろうという

ことでカバーされるものであれば、現行法上もできるということになると思いま

すが、ただ、現在、現実の災害時における救護所の場合に、必ず救急車で次に運

べるかどうかというところの問題にちょっと疑義があると思いますので、ここは

厚生労働省とどこまでできるのかと、特に災害時の緊急避難的なことで事後的に

は救えると思うのですけれども、そこは整理しながら進めていきたいと思いま

す。 

 ありがとうございます。どうぞ。 

 これは救急の現場だと思ってはいけないのですか。 

 災害現場は救急現場、少し救急現場が広くなったよと。 

 ええ。だって、例えばおうちで人が倒れているといったときに、救急車が行っ

たときには、現場はおうちですよね。いいですよね。そこから出してきて、救急

車に乗せてやってくる。だから、その一連のプロセスの、おうちがこんなに広い

のだよねというように思って僕はやっていいのではないかと思っていたのです

けれども、それは違うのですか。 

 災害現場かどうかという問題よりも、現行の救命士の活動場所というのは、基

本的には車内ということで、救急車内、その救急車に乗せるまでの間ということ

ですので、災害時にはおそらく救急車は圧倒的に足らないので、別の自家用車で

運ぶとか、担いで運ぶとか、あると思いますが、そこのところは法律的にはクリ

アに認めていないところですので、そこの問題意識ということです。それは災害

現場でも同じだと思うのですけれども、がけ崩れの現場とかというところでも、

普通の災害であれば、単発の発生ですので、必ず救急車を呼んで収容されますけ

れども、災害時にはそういう現状について、法律的にクリアに読めるところから

は外れているのではないかということなのですけれども。 

 そんなものはそちらできちっとこうだと言っていただければ、さっきの常識の

範囲内で読んでいただくというわけでよろしいのではないですか。 

 それから、救急の現場というのは患者さんがそこのおうちの中にいるとか、そ

の救急の現場から搬送というのは、救急車までの間というのも当然中に入ります

よね。その場合、今、委員は、救急の現場というものをもう少し広くとらえると、

災害の現場と同じではないのですかという質問なのですけれども、そこはどうで

すか。 

 救急の現場と災害の現場は同じだと思います。ただ、今の仕組み上、救急車に

乗せるまでの救急現場で……。 
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 だから、その患者さんを救急車が運ばないで、どこか隣のおじさんが一生懸命

運んでいたとすると、救急救命士の対象ではないという話ですよね。 

 そうですね、そういった問題がありますし、例えば大きな大規模集客施設の救

護所みたいなところがありますけれども、例えばディズニーランドの中にあると

か、そういったところも現実にはグレーゾーンというか、そこで救命処置ができ

るかどうかということはちょっと問題があるところでして、そこの制約を前提に

考えてということにこのペーパーはなっているということなのですけれども。 

 この問題に関しましては、１つは災害時ということに伴っての緊急避難的な要

素を含めてのやり方ということかどうかということははっきりさせておくこと

です。もう１つは、同じようなことが看護師の業務拡大等も含めてのことがあり

ますよね。看護師のこともあるから、それらの関連も含めてどうなのかと、要す

るに、看護師さんが現場に行ったときにどうなのかという話も必ず起こってくる

と思われます。その辺も含めて、救急救命士だけをやる場合、ほかの業種、医療

業種はたくさんありますから、それらとの整合性はぜひともとっておく必要があ

ります。これは一応、大災害時を想定されていますが、大災害時なのか、あるい

は日常の救急のプレホスピタル活動なのかということを少し明確に区切って議

論されるほうがいいのではないかと思います。 

 ありがとうございます。 

 全体を通して、委員、いかがでございましょうか。 

 全体を通しては、こういう形で動くということは現場と医療機関の連携でいい

なと思うのですけれども、１つ、先ほど話に出た災害のときのＤＭＡＴの問題で、

全くのボランティアで現場へ行っていると、現場としたら、下手にボランティア

で来られたら困るよと、一方では非常に患者にとっては救命的に役に立つことも

あるわけですよね。つまり、ボランティアで行くこと自身がおかしいわけで、そ

ういうものは予算のことも含めて、法的根拠というものが絶対必要だと思うので

す。同じように、ボランティアで出ていった後の病院はだれが面倒を見るのと、

その出て行かれた病院の地域の方々にとっては、そこで地方税を払って、国税を

払って、私たちはどうなるのという話になりますよね。 

 もう一方で、災害のときに大量の患者をもし病院が受け入れると、おそらく受

け入れる消防あるいはそれの関係というのは、すいませんが、病院に入れていた

だけませんかという話になると思うのです。病院のほうは、言えば、満床ですか

ら嫌ですというような話になり得る可能性があるわけです。アメリカなんかで

は、強制的に軽い患者は５００人出しなさい、そこへ災害の死に至るような重篤

な人たちを５００人入れますという法的なものがあるのです。それを全くやらな

いで災害医療をどうするかということを論ずること自身は、いろいろなところで

落とし穴というか、問題が出てくるので、僕は前々から言っているように、救急
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医療を災害にかかわる基本法のようなものをつくって、その中で、まずそこのと

ころを押さえてから各論的にやらないと、各論の現場のボランティア、あるいは

各論の病院だけの問題、あるいは各論の救命士の問題でこれを解決しようとして

も、必ずどこかで問題が出てきますよ。いつまでたってもどこかがボランティア

で犠牲になってやるというような格好は、非常に不健康というか、おかしいと思

います。それはぜひとも、いい機会ですから、どこかで議論してほしい。 

 先生の持論のところはよくわかりますけれども、今回のこの中で多少難しさも

あるかもしれませんが、部会長に、しかと聞いていただいたということにさせて

いただきたいという。 

 いや、ほんとうは全部がそこにかかわっているのですから。ぜひとも、総務省

のほうも厚生労働省もよろしくお願いします。 

 わかりました。私が重く受けとめたいと思います。どうぞ。 

 座長、追加を。この３５ページの救急救命士の静脈路確保は、厚生労働省の検

討会で今、議論している途中ですよね。だから、両方で同じテーマで検討すると

いうことはどうかな、と思いますので、これは検討しなくていいのではないでし

ょうか。 

 ありがとうございます。何か事務局、そこのところ、あり方の１の（１）は少

し要らないのではないのかと。 

 最終的には、まさに厚生労働省でやっておられる救急救命士のあり方検討会の

中の１つのテーマになっていますし、そちらで最終的な決定をしていただくこと

になると思うのですが、私どもの考えとすると、消防サイドとしても、災害時の

医療、特に救急救命士がどういう活動をすべきかと、今、足らず米がどうなるの

かというところもしっかりスタンスを議論して、そこで要望というか、連携とい

う形になると思うのですけれども、そういった作業が必要かと思いますので、そ

のレベルでやっていくという、まさに協調してという考え方でおるのですけれど

も。 

 よろしいですか。私は今、事務局がおっしゃったようなつもりでこれは聞いて

おりました。ですから、例えば厚生労働省の中で検討している中身を総務省、あ

るいはこの中で、こういう意見ですよという格好でそこへ上がってくるかなとい

うような感じで受け取っていました。 

 その辺のところもよろしくお願いしたいと思います。 

 消防本部から、いかがでございましょうか。委員、どうぞ。 

 現場の話、東京消防庁から出していただきました。消防のほうでも前向きにこ

れから救急をどうやっていこうかと、大事な委員会ですので、先ほど法的な話の

考え方を教えていただきましたけれども、多少懸念があっても、今の検討会の方

向を大事にお願いしたいなと思います。 
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 ありがとうございます。 

 救命士の教育等で最善を尽くしておられます委員、何かありましたらどうぞ。

 それでは手短に一言だけ。ほんとうにきょうは貴重なお話を聞かせていただい

て、どうもありがとうございました。私どもの財団では、救命士の養成を行って

いる財団でございますけれども、きょうお聞きしまして、やっぱり救急救命士が

救急医療の中に占める役割とか、今後の果たしていく展望とか、そういうことに

ついていろいろ考えていかなければいけないなと思っております。きょうお聞き

していまして、今抱えている論点というのは基本的に救急医療システム全体の部

分最適でなく、全体最適をどうシステムの中で保っていくか、その中で個々の論

点をご議論いただいたのではなかろうかと思います。そういう意味では、私ども

の財団における救命士の養成も、全体最適を見ながら、またその役割が果たせる

ように努力してまいりたいと考えています。 

 以上です。 

 ありがとうございました。 

 委員、何かありますか。どうぞ。 

 大変勉強になりましたのですが、京都は特に都会の部分と、それから日本海側

の地域の部分とか、いろいろ多様性に富んでいますので、きょうの議論をまた現

場に置きかえてみながら、また整理してみたいと思いますのと、あと今、委員か

らもありましたけれども、救命士の養成も含めて、実は京都は消防学校も老朽化

がすすんでいるとか、体制全体としてどういうようにしていかなければいけない

と、底上げをしてやっていかなければいけない部分もありますので、きょうの議

論とかも踏まえながら、そうした全体について考えてまいりたいと思います。ど

うもありがとうございました。 

 ありがとうございました。 

 そろそろ時間でございますが、あと委員から何かありましたらどうぞ。よろし

ゅうございますか。 

 きょうのところは特にございません。委員から消防機関の立場からお話してい

ただきましたが、我々も検討し考えていきたいと思いますので、よろしくお願い

したいと思います。 

 ありがとうございました。 

 それではそろそろ時間でございますので、きょうのディスカッションはこのぐ

らいにさせていただきたいと思います。活発なご意見をほんとうにありがとうご

ざいました。 

 これで事務局にバトンを返させていただきます。 

 活発なご議論をちょうだいいたしまして、ほんとうにありがとうございまし

た。 
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 次回の開催及び各作業部会の開催につきましては、改めてご連絡をさせていた

だきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上をもちまして、第１回救急業務高度化推進検討会を終了いたします。あり

がとうございました。 

 

―― 了 ― 

 


